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規 則

　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成22年３月31日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県規則第17号
　　　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（徴収金の還付又は充当の通知）
第16条　［略］
２　所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち
に前項の通知書によって通知しなければならない。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　法第73条の２第８項、第73条の27第１項、第73条の27の２
第３項、第73条の27の３第４項、第73条の27の４第２項、同条
第４項、同条第６項、同条第８項、同条第10項、第73条の27の
５第３項、第73条の27の６第２項、第73条の27の７第３項、第
73条の27の８第２項若しくは第73条の27の９第２項の規定によ
って不動産取得税に係る徴収金を還付する場合又は条例第42条
の２の規定によって当該還付すべき額を未納の徴収金に充当し
た場合

　(５)～(７）　［略］
３　［略］
　（不動産取得税の減額等）
第55条　所長は、法第73条の２第７項、第73条の24第１項（同項第
１号に該当する場合に限る。）、同条第２項（同項第１号に該当
する場合に限る。）若しくは第73条の27の２第１項の規定によっ
て減額し、法第73条の27の３第１項、第73条の27の４第１項、同
条第３項、同条第５項、同条第７項、同条第９項、第73条の27の
５第１項、第73条の27の６第１項、第73条の27の７第１項、同条
第２項、第73条の27の８第１項若しくは第73条の27の９第１項の
規定により免除し、又は法第73条の２第８項、第73条の27第１項
、第73条の27の２第３項、第73条の27の３第４項、第73条の27の
４第２項、同条第４項、同条第６項、同条第８項、同条第10項、
第73条の27の５第３項、第73条の27の６第２項、第73条の27の７
第３項、第73条の27の８第２項若しくは第73条の27の９第２項の
規定により還付する場合においては、当該不動産の取得者に対し

　（徴収金の還付又は充当の通知）
第16条　［略］
２　所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち
に前項の通知書によって通知しなければならない。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　法第73条の２第７項、第73条の27第１項、第73条の27の２
第３項、第73条の27の３第４項、第73条の27の４第２項、同条
第４項、同条第６項、同条第８項、同条第10項、同条第12項、
第73条の27の５第３項、第73条の27の６第２項、第73条の27の
７第３項、第73条の27の８第２項若しくは第73条の27の９第２
項の規定によって不動産取得税に係る徴収金を還付する場合又
は条例第42条の２の規定によって当該還付すべき額を未納の徴
収金に充当した場合

　(５)～(７)　［略］
３　［略］
　（不動産取得税の減額等）
第55条　所長は、法第73条の２第６項、第73条の24第１項（同項第
１号に該当する場合に限る。）、同条第２項（同項第１号に該当
する場合に限る。）若しくは第73条の27の２第１項の規定によっ
て減額し、法第73条の27の３第１項、第73条の27の４第１項、同
条第３項、同条第５項、同条第７項、同条第９項、同条第11項、
第73条の27の５第１項、第73条の27の６第１項、第73条の27の７
第１項、同条第２項、第73条の27の８第１項若しくは第73条の27
の９第１項の規定により免除し、又は法第73条の２第７項、第73
条の27第１項、第73条の27の２第３項、第73条の27の３第４項、
第73条の27の４第２項、同条第４項、同条第６項、同条第８項、
同条第10項、同条第12項、第73条の27の５第３項、第73条の27の
６第２項、第73条の27の７第３項、第73条の27の８第２項若しく
は第73条の27の９第２項の規定により還付する場合においては、
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、不動産取得税減額（免除・還付）申請書（別記様式第 156号）
の提出を求めなければならない。
　（身体障害者等の範囲）
第67条　条例第55条第３号に規定する身体障害者は、次の各号のい
ずれかに該当する者とする。
　(１)　身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283
号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ
。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害
の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法
施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害
の級別に該当する障害を有する者

　(２)・(３)　［略］
２　［略］

当該不動産の取得者に対し、不動産取得税減額（免除・還付）申
請書（別記様式第 156号）の提出を求めなければならない。
　（身体障害者等の範囲）
第67条　条例第55条第３号に規定する身体障害者は、次の各号のい
ずれかに該当する者とする。
　(１)　身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283
号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ
。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害
の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法
施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害
の級別に該当する障害を有する者

　(２)・(３)　［略］
２　［略］

障害の区分 障害の級別
　［略］
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機
能障害

　［略］

障害の区分 障害の級別
　［略］
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機
能障害

　［略］

肝臓機能障害 １級から３級までの
各級

　別記様式第５号（その３）中「継続検査後」を削る。
　別記様式第７号（その１）を次のように改める。
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　別記様式第８号（その１）を次のように改める。
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　別記様式第 142号及び別記様式第 142号の２を次のように改める。

備考　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の共通様式ですので、あて先を書き換えていただければ、九州
各県で使用できます。
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用できます。
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様式第 144号の２（第49条の２、第53条の３関係） 
 

法人県民税事業税の申告書提出期限延長の承認等の通知書 

年  月  日  
       殿 

県税・総務事務所長 □印   
 
 下記の法人に係る県民税・事業税の申告書の提出期限延長の承認等について、下

記のとおり通知します。 

法 人 の 
名 称  

主たる事務所 
等の所在地   

事業年度
又は連結
事業年度 

年 月 日から  
年 月 日まで  

申告書の提出 
期 限 年   月   日まで

 

上記事業年度分から 月間延長 
地方税法第72条の25第３項 
  〃 第72条の25第５項 
  〃 第72条の28第２項 

年 月 日まで延長       

地方税法第72条の25第２項 
  〃 第72条の25第４項 
  〃 第72条の25第６項 
  〃 第72条の25第７項 
  〃 第72条の25第14項 
  〃 第72条の28第２項 

上記事業年度分か
ら 

月間に変更
延長承認の 
取消し、廃止

地方税法施行令 
    第24条の４第２項 
  〃 第24条の４第４項 
  〃  第24条の４の３第１項 

年 月 日まで   月間延長   法人税法第75条の２第１項   〃 第81条の24第１項 
年 月 日から  

 
年 月 日まで  

月間に変更
延長承認の 
取消し、廃止

法人税法第75条の２第３項 
  〃 第75条の２第５項 
  〃 第81条の24第２項 

備 考  

 

　別記様式第 144号の２を次のように改める。
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　別記様式第 148号の３中「(２)　平成21年度」を「(２)　平成21年度及び平成22年度」に、「(３)　平成22年度」を「(３)　平成23年度
」に改める。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第 153号の２（第53条の３関係）

様式第 153号の３（第53条の３関係）

様式第 156号（その１）（第55条関係）
不動産取得税減額（還付）申請書

様式第 156号（その５）（第55条関係）
不動産取得税免除（還付）申請書

様式第 160号（その４）（第56条関係）
不動産取得税徴収猶予申告書

様式第 160号（その６）（第56条関係）

様式第 153号の２（第53条の３関係）

様式第 153号の３（第53条の３関係）

様式第 156号（その１）（第55条関係）
不動産取得税減額（還付）申請書

様式第 156号（その５）（第55条関係）
不動産取得税免除（還付）申請書

様式第 160号（その４）（第56条関係）
不動産取得税徴収猶予申告書

様式第 160号（その６）（第56条関係）

　［略］
　［略］

　［略］

　［略］
　［略］

　［略］

　［略］
　地方税法第73条の２第７項（第８項）の規定に該当します
ので、下記の附帯設備に対応する不動産取得税の減額（還付
）をしてください。
　［略］

　［略］
　地方税法第73条の27の４第１項・第３項・第５項・第７項
・第９項（第２項・第４項・第６項・第８項・第10項）・第
73条の27の５第１項（第３項）・第73条の27の６第１項（第
２項）・第73条の27の７第１２項（第３項）の規定に該当しま
すので、下記のとおり不動産取得税の免除（還付）をしてく
ださい。なお、別紙証明書を添付します。
　［略］

　［略］
　下記の不動産は、地方税法第73条の27の４（第１項・第３
項・第５項・第７項・第９項）の規定の適用を受けることと
なりますので、当該規定の適用を受ける日までの期間につい
ては、下記の不動産の取得に係る不動産取得税は徴収猶予し
てください。
　宮崎県税条例第41条の４の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。
　［略］

　［略］
　下記の不動産は、地方税法第73条の27の４（第１項・第３
項・第５項・第７項・第９項・第11項）の規定の適用を受け
ることとなりますので、当該規定の適用を受ける日までの期
間については、下記の不動産の取得に係る不動産取得税は徴
収猶予してください。
　宮崎県税条例第41条の４の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。
　［略］

　［略］
　地方税法第73条の27の４第１項・第３項・第５項・第７項
・第９項・第11項（第２項・第４項・第６項・第８項・第10
項・第12項）・第73条の27の５第１項（第３項）・第73条の
27の６第１項（第２項）・第73条の27の７第１２項（第３項）
の規定に該当しますので、下記のとおり不動産取得税の免除
（還付）をしてください。なお、別紙証明書を添付します。
　［略］

　［略］
　地方税法第73条の２第６項（第７項）の規定に該当します
ので、下記の附帯設備に対応する不動産取得税の減額（還付
）をしてください。
　［略］

　［略］
　［略］

　［略］

　［略］
　［略］

　［略］

延長を承認
し た 期 間

　　年　　月　　日から　　
月間延長

　　年　　月　　日まで

却下（理由）

延長を承認
し た 期 間

　　年　　月　　日から　　
月間延長

　　年　　月　　日まで
却下（理由）

延長を承認
し た 期 間

　年　月　日から　年　月　日まで
　の事業年度分から　　月間延長

却下（理由）

承 認 し た
申 告 期 限

地方税法施行
令第24条の３
第３項

　年　月　日から　年　
月　日までの事業年度に
ついて　年　月　日まで
延長

承認した期間
地方税法施行
令第24条の４
第５項

　年　月　日から　年　
月　日までの事業年度分
から　月間延長

却下（理由）
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不動産取得税徴収猶予申告書

様式第 160号（その９）（第56条関係）
不動産取得税徴収猶予申告書

不動産取得税徴収猶予申告書

様式第 160号（その９）（第56条関係）
不動産取得税徴収猶予申告書

　別記様式第 167号の２を次のように改める。

　［略］
　下記の土地は、農地法第３条第２項ただし書に規定する農
地保有合理化促進事業の実施により取得したもので、取得の
日から５年以内に当該事業の実施により売り渡し、又は交換
するものです。したがって、地方税法第73条の27の６第１項
の規定の適用を受けることとなりますので、当該規定の適用
を受ける日までの期間については、下記の土地の取得に係る
不動産取得税の徴収を猶予してください。
　宮崎県税条例第41条の６の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。

　［略］
　　売り渡し、又は交換する予定年月日 　［略］

　［略］

　［略］
　下記の土地は、農業経営基盤強化促進法第４条第２項第１
号に規定する農地売買等事業の実施により取得したもので、
取得の日から５年以内に当該事業の実施により売り渡し、若
しくは交換し、又は同項第３号に掲げる事業の実施により現
物出資するものです。したがって、地方税法第73条の27の６
第１項の規定の適用を受けることとなりますので、当該規定
の適用を受ける日までの期間については、下記の土地の取得
に係る不動産取得税の徴収を猶予してください。
　宮崎県税条例第41条の６の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。
　［略］
売り渡し、若しくは交換し、又は現物出資す
る予定年月日

　［略］

　［略］

　［略］
　下記の土地は、組合員、社員又は株主となる資格を有する
者から現物出資を受け取得したもので、取得の日から５年以
内に農地法第２条第７項第１号に規定する農業の用に供する
ものです。したがって、地方税法第73条の27の９第１項の規
定の適用を受けることとなりますので、当該規定の適用を受
けるまでの期間については、下記の土地に係る不動産取得税
は徴収猶予してください。
　宮崎県税条例第41条の９の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。
　［略］

　［略］
　下記の土地は、組合員、社員又は株主となる資格を有する
者から現物出資を受け取得したもので、取得の日から５年以
内に農地法第２条第３項第１号に規定する農業の用に供する
ものです。したがって、地方税法第73条の27の９第１項の規
定の適用を受けることとなりますので、当該規定の適用を受
けるまでの期間については、下記の土地に係る不動産取得税
は徴収猶予してください。
　宮崎県税条例第41条の９の規定により、別紙証明書を添え
て申告します。
　［略］
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様式第 167号の２（第62条関係） 
 特別徴収義務者確認欄 
 担当者名 確認年月日 

   

ゴルフ場利用税の非課税申請書 

  （特別徴収義務者）  
 
               殿 
 
 宮崎県税条例第45条の２の規定により、ゴルフ場利用税の非課税について下記のとおり申請します。 

利用するゴルフ場の名称
及び所在地  

利 用 年 月 日               年  月  日 

会員・非会員の別 □会員（メンバー）     □非会員（ビジター等）  

該当する番号に○を付け、書類の種類にチェックをしてください。 

非課税利用の区分 出提 （提示）する証明書類の種類 

１ 年齢18歳未満の者による利用 （地方税法第75条の２第１号） 

＜利用日における年齢等が確認できる書類（提示）＞ 
□運転免許証     □旅券      □健康保険証  
□その他（             ） 

２ 年齢70歳以上の者による利用 （地方税法第75条の２第２号） 

＜利用日における年齢等が確認できる書類（提示）＞ 
□運転免許証     □旅券      □健康保険証  
□その他（             ） 

３ 障害者による利用 （地方税法第75条の２第３号） 

＜障害者であることを証明する書類（提示）＞ 
□身体障害者手帳   □療育手帳    □精神障害者福祉手帳  
□戦傷病者手帳    □その他（           ） 

４ 
国民体育大会のゴルフ競技への参加
選手の利用 
（地方税法第75条の３第１号） 

○知事又は教育委員会が発行する証明書（提出） 

５ 学生、生徒及び引率する教員の利用 （地方税法第75条の３第２号） ○学長又は校長が発行する証明書（提出） 

      年  月  日 
 

申請者                              
住  所                            
氏  名                            
性  別    男  ・  女                 
生年月日 明・大・昭・平    年  月  日生（満   歳）   

 備考　１　この申請書は、ゴルフ場を利用する日に提出してください。 
２　非課税利用の区分１～３に該当する場合は、非課税利用の該当者であるこ 
とを証明する書類をゴルフ場に提示してください。 
３　非課税利用の区分４・５に該当する場合は、非課税利用に該当することを 
証明する書類を併せてゴルフ場に提出してください。 
４　証明する書類の提示や提出等がない場合には、非課税の適用が受けられま 
せんので注意してください。 
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改正前 改正後
様式第 196号（第84条関係） 様式第 196号（第84条関係）

改正前 改正後
　（自動車取得税の減免）
第68条　条例第55条第１号から第３号までに掲げる自動車の取得に
対する自動車取得税の減免については、当該自動車取得税の税額
の全部を免除するものとする。

２～５　［略］

　（自動車取得税の減免）
第68条　条例第55条第１号から第３号までに掲げる自動車の取得に
対する自動車取得税の減免については、当該自動車取得税の税額
の全部を免除するものとする。ただし、条例第55条第３号の規定
による自動車取得税の減免については、 250万円に身体障害者等
が運転するため又は身体障害者等が利用するための当該自動車に
係る特別の仕様による製造又は装置の変更に要した額を加算した
額に、法第 119条又は法附則第12条の２の３から第12条の２の５
までの規定を適用して算出した額を上限として減免する。
２～５　［略］
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　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
　（自動車取得税に係る経過措置）
２　この規則による改正後の宮崎県税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第67条の規定は、平成22年４月１日以後の取得に対
して課すべき自動車取得税について適用し、同日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。
　（自動車税に係る経過措置）
３　改正後の規則第67条の規定は、平成22年度以後の年度分の自動車税について適用し、平成21年度分までの自動車税については、なお従
前の例による。
　（用紙に関する経過措置）
４　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県税条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事
項を適宜補正して使用することができる。

　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成22年３月31日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県規則第18号
　　　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則
　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則（平成21年宮崎県規則第４号）の一部を次のように改正する。
　宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）第68条の改正規定を次のように改める。

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

自動車税納税証明書
（継続検査用）

　［略］
注　意
(１) 　自動車の継続検査後自動車検査証の返付を受ける際に
、この証明書が必要です。

(２)・(３)　［略］

自動車税納税証明書
（車検用）

　［略］
注　意
(１) 　自動車検査証の返付を受ける際に、この証明書が必要
です。

(２)・(３)　［略］
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